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明 細 書

発明の名称 ：排気ガス浄化用触媒及びその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は排気ガス浄化用触媒及びその製造方法に関し、より詳 しくは、 P

の分散度に優れ、高温耐久後の排気ガス浄化性能に優れた排気ガス浄化用

触媒、例えば、自動車等の内燃機関から排出される排気ガスに含まれる有害

成分を浄化する触媒及びその製造方法に関する。

背景技術

[0002] 自動車等の内燃機関から排出される排気ガス中には、炭化水素 （H C ) 、

—酸化炭素 （C O ) 、窒素酸化物 （N O x ) 等の有害成分が含まれている。そ

れで、従来から、これらの有害成分を浄化 して無害化する三元触媒が用いら

れている。

[0003] このような三元触媒においては、触媒活性成分として P t 、 P d 、 R h 等

の貴金属が用いられており、担体としてアルミナ、セリア、ジルコ二ァゃ酸

素吸蔵能力を持つセリア—ジルコ二ァ複合酸化物等が用いられており、触媒

支持体としてセラミックス又は金属材料からなるハニカム、板、ペレット等

の形状のものが用いられている。自動車排気ガスの規制強化に伴い、内燃機

関排気ガス浄化用触媒の主要触媒活性成分である貴金属の P t 及び R h の価

格が高騰 したことを受け、比較的安価な P d を触媒活性成分として利用する

ことにより排気ガス浄化用触媒のコス 卜を削減することが検討され、種々の

手段が提案されている （例えば、特許文献 1 、 2 、 3 参照）。また、 P d 自

体の排気ガス浄化性能を向上させるために、担体として用いられているA I 2

0 3、 C e 0 2、 Z r 0 2等の金属酸化物の機能性の研究も盛んに行われている

。 しかし、今後の使用量の増大による市場での相場変動や自動車メーカ一か

らのコス ト削減要求に対処するために、少ない使用量で有効な排気ガス浄化

性能を示す触媒の開発が必要となる。

先行技術文献



特許文献
[0004] 特許文献1 ：特開平 0 6 —0 9 9 0 6 9 号公報

特許文献2 ：特開平 0 7 — 1 7 1 3 9 2 号公報

特許文献3 ：特開平 0 8 —2 8 1 0 7 1 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 三元触媒の貴金属種は高温に曝されるとその貴金属酸化物から酸素が解離

して金属に変態することでシンタリングが加速されると言われている。中で

もP d は酸素解離温度が低いことからシンタリングしゃすく、性能劣化の主

要因であると考えられる。一般的に耐熱性が高いとされているランタン安定

化アルミナ （L a _ A I 2 0 3 ) を P d の担体として使用 しても、加速耐久処

理において P d は急激にシンタリングし、大幅な性能低下につながって しま

う。三元触媒におけるP d の担体として耐熱性のより高い材料を用いること

は P d のシンタリングを抑制する一つの方策であるとされ、様々な高耐熱性

材料が検討されている。

[0006] 本発明の目的は、 P d の分散度に優れ、高温耐久後の排気ガス浄化性能に

優れた排気ガス浄化用触媒及びその製造方法を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明者 らは上記目的を達成するために鋭意検討 した結果、担体としてバ

リゥ厶へキサアルミネ一 卜を用い、パラジウム及びバ リゥ厶を特定の量比で

担持させることにより、 P d の分散度に優れ、高温耐久後の排気ガス浄化性

能に優れた排気ガス浄化用触媒が得 られることを見出し、本発明を完成 した

[0008] 即ち、本発明の排気ガス浄化用触媒は、パラジウム及びバ リウムを担持 し

たバ リゥ厶へキサアルミネ一 卜を含み、バ リゥ厶へキサアルミネ一 卜の質量

を基準にしてパラジウムの担持量が P d メタルの質量に換算 して 0 . 2 ~ 3

. 5 質量0/ 0であり、バ リウムの担持量が B a 0 の質量に換算 して 1 ~ 2 0 質



量％であ り、バ リゥ厶の担持量 とパ ラジウムの担持量 とのモル 比が B a / P

d = 0 . 5 ~ 1 0 / 1 であることを特徴 とする。

[0009] 本発明の排気 ガス浄化用触媒 は、好 ま しくは、パ ラジウム及びバ リウムを

担持 したバ リゥ厶へ キサ アル ミネ一 卜を含み、バ リゥ厶へ キサ アル ミネ一 卜

の質量 を基準 に してパ ラジウムの担持量が P d メタルの質量 に換算 して 1 ~

3 . 5 質量％であ り、 ノくリウ厶の担持量が B a 0 の質量 に換算 して 2 ~ 1 5

質量％であ り、バ リゥ厶の担持量 とパ ラジウムの担持量 とのモル 比が B a /

P = 2 4 . 5 / 1 であることを特徴 とする。

[001 0] また、本発明の排気 ガス浄化用触媒構成体 は、 セラミックス又 は金属材料

か らなる触媒支持体 と、該触媒支持体上 に担持 されている上記の排気 ガス浄

化用触媒 を主成分 とする層 とか らなることを特徴 とする。

[001 ] 本発明の排気 ガス浄化用触媒構成体の製造方法 は、湿式粉砕処理 したバ リ

ゥ厶へ キサ アル ミネ一 トスラ リ一を、水溶性パ ラジウム化合物及び水溶性バ

リゥ厶化合物 を含有 する水溶液 中に分散 させてスラ リー と し、得 られたスラ

リ一をセラミックスまたは金属材料か らなる触媒支持体 に塗布 し、乾燥 させ

、焼成 することを特徴 とする。

発明の効果

[001 2] 本発明の排気 ガス浄化用触媒及び本発明の排気 ガス浄化用触媒構成体 は P

d の分散度 に優れ、高温耐久後 の排気 ガス浄化性能 に優れてお り、本発明の

製造方法 は本発明の排気 ガス浄化用触媒 を製造するのに好適なものである。

発明を実施するための形態

[001 3] 本発明において担体 と して用いるバ リゥ厶へ キサ アル ミネ一 卜は公知化合

物 であ り、種 々の製造方法で製造することがで きる。例 えば、特 開平 6 — 2

3 9 6 3 号公報、特 開平 7 _ 8 7 6 6 4 号公報、特 開平 7 _ 8 7 6 6

5 号公報、特 開平 1 0 — 2 8 7 4 1 9 号公報等 に記載 の製造方法で製造する

ことがで きる。

[0014] 本発明において担体 と して用いるバ リゥ厶へ キサ アル ミネ一 卜については

一般式



B a x A I y O z

(式 中、 x は 0 . 7 5 ~ 1 であ り、 y は 1 0 . 9 ~ 1 2 であ り、 z は 1 7 .

4 ~ 9 であ る）

で表 わ され るものが製造 で きる。例 えば B a A I 1 2 0 1 9、 B a 0 . 7 5 A 1 0

1 7 . 2 5 、 B a 。. 7 9 A I 1 0 . 9 0 1 7 . 1 4 等 で表 わ され るものがあ る。

[001 5] 本 発 明の排 気 ガス浄化用触媒 は、パ ラジ ウム及びバ リウム を担持 したバ リ

ゥ厶へ キサ アル ミネ一 卜を含み、バ リゥ厶へ キサ アル ミネ一 卜の質量 を基準

に してパ ラジ ウムの担持量 が P d メタル の質量 に換算 して 0 . 2 ~ 3 . 5 質

量 ％、 好 ま しくは 1 ~ 3 . 5 質量 ％であ り、バ リウムの担持量 が B a 0 の質

量 に換算 して 1 ~ 2 0 質量 0/ 0、 好 ま しくは 2 ~ 1 5 質量 0/ 0 であ り、バ リウム

の担持量 とパ ラジ ウムの担持量 との モ ル 比 が B a / P d = 0 . 5 0 / 1

、 好 ま しくは B a / P d = 2 ~ 4 . 5 / 1 であ るものであ る。パ ラジ ウムの

担持量、バ リウ厶の担持量、 及び / く' リゥ厶の担持量 とパ ラジ ゥ厶の担持量 と

の モ ル 比 の何 れかが上記 の範 囲か ら外れ る と、排 気 ガス浄化用触媒 の高温耐

久後 の排 気 ガス浄化性能 の改善 が不十分 とな る。

[001 6] 本 発 明の排 気 ガス浄化用触媒 においては、担体 と してバ リウムへ キサ アル

ミネ一 卜を用 いているので、 高温耐 久後 の P d の分散度劣化率 が抑 え られ、

高温耐 久後 の P d シ ンタ リングの抑制 が図 られ る。

[001 7] また、本発 明の排 気 ガス浄化用触媒 はバ リウムへ キサ アル ミネ一 卜に P d

及び B a を担持 させた ものであ り、 P d 及び B a を担持 させ る ことによ り P

0 の酸素解離温度 を高温化 す る ことがで き、 P d の触媒作用 を高め る こと

がで きる。

[001 8] 本 発 明の排 気 ガス浄化用触媒 は、例 えば、次 の方法 によ って製造 す る こと

がで きる。湿式粉砕処理 した D 50が 3 ~ 1 5 バ m の範 囲内にあ り、 かつ D 90

が 7 ~ 4 0 m の範 囲内にあ るバ リゥ厶へ キサ アル ミネ一 卜のスラ リ一 を水

溶性パ ラジ ウム化合物 （例 えば、硝酸パ ラジ ウム、塩化パ ラジ ウム、硫酸パ

ラジ ウム）及び水溶性バ リウム化合物 （例 えば、酸化バ リウム、硝酸バ リゥ

厶、酢酸バ リウム、 シ ユウ酸バ リウム、水酸化バ リウム、炭酸バ リウム） を



含有する水溶液 中に分散 させ、 その分散液 を撹拌 してスラ リー とする。 この

際、バ リゥ厶へキサアル ミネ一 卜の量 とパ ラジウム化合物の量 とバ リゥ厶化

合物の量 との比 については、 P d の量が P d メタルの質量 に換算 してバ リゥ

厶へキサアル ミネ一 卜の質量 を基準 に して 0 . 2 ~ 3 . 5 質量 0/ 0、 好 ま しく

は 1 ~ 3 . 5 質量％ となるように し、 B a 化合物の量が B a 0 量 に換算 して

ノくリ ゥ厶へキサアル ミネ一 卜の質量 を基準 に して 1 ~ 2 0 質量 0/ 0、 好 ま しく

は 2 ~ 1 5 質量％ となるように し、 B a 量 と P d 量 とのモル比が B a / P d

= 0 . 5 ~ 1 0 / 1 、好 ま しくは B a / P d = 2 ~ 4 . 5 / 1 となるように

する。次いでそのスラ リーを蒸発乾固させ、焼成することによ り本発明の排

気ガス浄化用触媒が得 られる。

[001 9] 本発明の排気ガス浄化用触媒構成体は、セラミックス又は金属材料か らな

る触媒支持体上 に上記の本発明の排気ガス浄化用触媒か らなる層 を形成 させ

、担持 させたものである。 このような排気ガス浄化用触媒構成体 においては

、セラミックス又は金属材料か らなる触媒支持体の形状 は、特 に限定される

ものではないが、一般的にはハニカム、板、ペ レッ ト等の形状である。ハニ

カム形状の場合、排気ガス浄化用触媒の担持量は好 ま しくは 3 0 ~ 2 0 0 g

/ し、 よ り好 ま しくは 5 0 ~ 1 5 0 g / L である。 また、 このような触媒支

持体の材質 と しては、例 えば、 アル ミナ （A I 2 0 3 ) 、 厶ライ 卜 （3 A I 2 0

3 — 2 S ί 0 2 ) 、 コ一ジェライ 卜 （2 M g O — 2 Α I 2 0 3 — 5 S i 0 2 ) 等 の

セラミックスや、 ステ ンレス等の金属材料 を挙 げることがで きる。

[0020] 本発明の排気ガス浄化用触媒構成体は、例 えば、次の方法 によって製造す

ることがで きる。湿式粉砕処理 したバ リゥ厶へキサアル ミネ一 卜スラ リーを

、水溶性パ ラジウム化合物 （例 えば、硝酸パ ラジウム、塩化パ ラジウム、硫

酸パ ラジウム）及び水溶性バ リウム化合物 （例 えば、酸化バ リウム、硝酸バ

リウ厶、酢酸 ノくリウ厶、 シユウ酸バ リウム、水酸化 / くリウ厶、炭酸 ノくリウ厶

) を含有する水溶液 中に分散 させ、 その分散液 を撹拌 してスラ リー とする。

この際、三元触媒 において普通 に使用されているアル ミナ等のバインダーや

酸素貯蔵能力 （O S C ) を有するC e 0 2 _ Z r 0 2等の担体 を共存 させるこ



ともでき、共存させることが好ましい。また、ノく' リウ厶へキサアルミネ一 卜

の量とパラジウム化合物の量とバ リゥ厶化合物の量と共存させる場合のアル

ミナ等のバインダ一の量との比については、 P d の量が P d メタルの質量に

換算 してノくリ ゥ厶へキサアルミネ一 卜の質量を基準に して好ましくは 0 . 2

~ 3 . 5 質量 0/ 0、 より好ましくは 1 ~ 3 . 5 質量 0/ 0 となるように し、 B a 化

合物の量が B a 0 量に換算 してバ リゥ厶へキサアルミネ一 卜の質量を基準に

して好ましくは 1 ~ 2 0 質量％、より好ましくは 2 ~ 1 5 質量％となるよう

に し、 B a 量とP d 量とのモル比が好ましくは B a / P d = 0 . 5 0 /

1 、より好ましくは B a / P d = 2 ~ 4 . 5 / 1 となるように し、ノくリウ厶

へキサアルミネ一 卜の質量に対するアルミナの質量の比が 0 ~ 0 . 3 3 質量

% となるようにする。

[0021 ] 次いで、得 られたスラリーを、周知の方法に従 って、セラミックス又は金

属材料からなる触媒支持体、好ましくはハニカム形状の触媒支持体に塗布す

る。その後、 P d 化合物及び B a 化合物の両方が担体の表面にほぼ均一に付

着するように して 9 0 ~ 1 5 0 °Cで一晩 （約 1 5 時間）蒸発乾固させ、次い

で空気中4 5 0 ~ 7 5 0 °Cで 1 ~ 5 時間焼成する。 これによつて、ノく' リウ厶

へキサアルミネ一 卜に P d 及び B a の両方が担持されている本発明の排気ガ

ス浄化用触媒構成体が得 られる。

[0022] 以下に、実施例及び比較例に基づいて本発明を具体的に説明する。

[0023] 実施例 1 ~ 4 及び比較例 1 ~ 2

湿式粉砕処理 して粒径を制御 したバ リゥ厶へキサアルミネ一 卜 （B H A )

スラリーを硝酸 《ラジウムと硝酸/ くリウム との混合水溶液に分散させ、その

分散液に撹拌 しながらランタン安定化アルミナを添加 してスラリーとした。

この際の B H A の量、硝酸パラジウムの量、硝酸バ リウムの量及びランタン

安定化アルミナの量は第 1表に示す相対量の関係を満たす量とした。第 1表

において、 P d / B H A 質量％は H A の質量を基準に してパラジウムの量

を P d メタルの質量に換算 して算出 した値であり、 B a / B H A 質量 / Β

Η Α の質量を基準に してノくリ ゥ厶の量を B a 0 の質量に換算 して算出 した値



で あ り、 B a / P d モ ル 比 は 硝 酸 パ ラ ジ ウ ム の モ ル 数 に 対 す る 硝 酸 バ リ ゥ 厶

の モ ル 数 の 比 で あ り、 ア ル ミ ナ / B H A 質 量 ％ は H A の 質 量 に 対 す る ラ ン

タ ン安 定 化 ア ル ミ ナ の 質 量 を ％ で 表 わ した も の で あ る 。

[0024] 得 られ た ス ラ リー を コ 一 ジ ェ ラ イ 卜製 ハ ニ カ ム （触 媒 支 持 体 ） に 1 O O g

/ L と な る 量 で 塗 布 し、 そ の 後 、 P d 化 合 物 及 び B a 化 合 物 の 両 方 が コ 一 ジ

ェ ラ イ 卜製 ハ ニ カ ム の 表 面 に ほ ぼ 均 一 に 付 着 す る よ う に して 1 2 0 °C で 一 晩

(約 1 5 時 間 ） 蒸 発 乾 固 さ せ 、 次 い で 空 気 中 6 0 0 °C で 3 時 間 焼 成 した 。 こ

れ に よ っ て 、 パ リ ゥ 厶 へ キ サ ア ル ミ ネ 一 卜に P d 及 び B a の 両 方 又 は P d が

担 持 さ れ て い る 排 気 ガ ス 浄 化 用 触 媒 構 成 体 を 製 造 した 。

[0025] 実 施 例 1 ~ 4 及 び 比 較 例 1 ~ 2 で 得 られ た 各 々 の 排 気 ガ ス 浄 化 用 触 媒 構 成

体 を 1 ， 0 0 0 °C に 保 持 した 電 気 炉 に セ ッ ト し、 C 3 H 6 : 5 ， 0 0 0 p p m

C 、 0 2 ：0 . 7 5 % 及 び 残 余 量 の N 2 か ら成 る 完 全 燃 焼 を 想 定 した 模 擬 排 気

ガ ス （5 0 s ) 及 び 空 気 （5 0 s ) を 周 期 さ せ な が ら流 通 さ せ て 2 5 時 間 処

理 した 。 こ の 模 擬 排 気 ガ ス 耐 久 後 の 排 気 ガ ス 浄 化 用 触 媒 構 成 体 の 触 媒 活 性 を

以 下 の よ う に して 評 価 した 。 上 記 と 同 一 組 成 の 完 全 燃 焼 を 想 定 した 模 擬 排 気

ガ ス を 全 流 量 2 5 L / m ί n 、 S V = 0 0 , 0 0 0 h - 1 と な る よ う に 上 記

の 耐 久 後 の 実 施 例 1 ~ 4 、 比 較 例 1 ~ 2 の 排 気 ガ ス 浄 化 用 触 媒 構 成 体 に 流 通

さ せ 、 1 0 0 ~ 5 0 0 °C に お け る 出 口 ガ ス 成 分 を C O / H C / N O 分 析 計 （

堀 場 製 作 所 製 MOTOR EXHAUST GAS ANALYZER MEXA91 00) を 用 い て 測 定 して 、

ラ イ 卜オ フ性 能 を 求 め た 。 得 られ た ラ イ 卜オ フ性 能 評 価 の 結 果 よ り、 C O /

H C / N O そ れ ぞ れ の 5 0 % 浄 化 率 に 到 達 す る 温 度 （T 5 0 ) 及 び 4 0 0 °C

に お け る 浄 化 率 （77 4 0 0 ) を 求 め た 。 そ れ らの 結 果 は 第 1 表 に 示 す 通 りで

あ っ た 。

[0026]



[ 表 1]

第 1 表

[0027] 第 1表に示すデータから明らかなように、バ リウムへキサアルミネー トに

担持された P d からなる排気ガス浄化用触媒に更に所定量の B a を担持させ

ることにより触媒活性は向上 し、 B a / P d のモル比が4 . 5 である場合に

最も良好な結果が得 られた。 しか し、 B a の量が多くなりすぎるとB a 無添

加の場合よりも触媒活性が低下 した。

[0028] 実施例 5 ~ 8 及び比較例 3

B H A の量、硝酸パラジウムの量、硝酸バ リウムの量及びランタン安定化

アルミナの量を第 2 表に示す相対量の関係を満たす量とした以外は実施例 1

と同様にして排気ガス浄化用触媒構成体を製造 し、実施例 1 と同様にして触

媒活性を求めた。それらの結果は第 2 表に示す通りであつた。

[0029]



[ 表2 ]

第 2 表

(比較例 3 の段の P d B H A の欄は P d / アルミナの値であり、 B a / B

H A の欄は B a / アルミナの値である）

[0030] 第 2 表に示すデータから明らかなように、添加するアルミナ量の増加に伴

つて触媒活性は低下 していくが、バ リゥ厶へキサアルミネ一 卜の質量に対す

るアルミナの添加量が 1 0 0 質量％以下、特に3 0 質量％以下の場合には十

分な触媒性能が得 られている。

[0031 ] 実施例 9 ~ 1 3

B H A の量、硝酸パラジウムの量、硝酸バ リウムの量及びランタン安定化

アルミナの量を第 3 表に示す相対量の関係を満たす量とした以外は実施例 1

と同様にして排気ガス浄化用触媒構成体を製造 し、実施例 1 と同様にして触

媒活性を求めた。それらの結果は第 3 表に示す通 りであつた。

[0032]



ほ 3]

第 3 表

[0033] 第 3 表 に示 すデー タか ら明 らかな よ うに、 P d Z B H A の質量％ が 1 . 5

7 質量％ まで増加 す るにつれて触媒性能 が向上 す るが、 それ よ りも多 くな つ

て も触媒性能 の向上 はあ ま り認め られなか った。

[0034] P d 分散度 の評価

実施例 5 の排 気 ガス浄化用触媒構成体及び比較例 3 の排 気 ガス浄化用触媒

構成体 について、 それ らの耐 久前 の P d 分散度、並び にそれ らを 1 ， 0 0 0

°C に保持 した電気炉 にセ ッ トし、 C 3 H 6 : 5 ， O O O p p m C 、 0 2 ：0 . 7

5 % 及び残余量 の N 2 か ら成 る完全燃焼 を想 定 した模擬排 気 ガス （5 0 s ) 及

び空気 （5 0 s ) を周期 させなが ら流通 させて 2 5 時 間耐 久処理 した後 の P

d 分散度 を公知手段 であ る C O パル ス吸着法 （T. Takeguch S. Manabe, R.

K i kuch K. Eguch i、 T. Kanazawa S. Matsumoto 、 App l ed しata Lys i s A ：

293 (2005) 9 1 . ) に基 づいて測定 した。 この P d 分散度 は式

P d 分散度 = C O 吸着量 に相 当す る P d 量 （モ ル ） 含 まれてい る P d の総

量 （モ ル ）

によ り計算 され る値 であ る。 それ らの値 か ら P d 分散度劣化率 を求めた。 そ

れ らの結果 は第 4 表 に示 す通 りであ った。

[0035]



[ 表 4]

第 4 表

P d 分散度 は排気ガスとの接触確率の高低 を間接的に表 してお り、貴金属

分散度が高い方が排気ガスとの接触効率が高いといえる。第 4 表 に示すデー

夕か ら明 らかなように、ノくリ ゥ厶へキサアル ミネ一 卜を P d の担体 と して用

いることによ り P d 分散度劣化率が抑 え られてお り、高温耐久後の P d シ ン

タ リング抑制が図 られている。



請求の範囲

[ 請求項 1] パ ラジウム及びバ リゥ厶を担持 したバ リゥ厶へキサアル ミネ一 卜を

含み、バ リゥ厶へキサアル ミネ一 卜の質量 を基準 に してパ ラジウムの

担持量が P d メタルの質量 に換算 して 0 . 2 ~ 3 . 5 質量％であ り、

ノくリ ゥ厶の担持量が B a 0 の質量 に換算 して 1 ~ 2 0 質量％であ り、

バ リゥ厶の担持量 とパ ラジウムの担持量 とのモル 比が B a / P d = 0

. 5 0 / 1 であることを特徴 とする排気ガス浄化用触媒。

[ 請求項2] バ リゥ厶へキサアル ミネ一 卜の質量 を基準 に してパ ラジウムの担持

量が P d メタルの質量 に換算 して 1 ~ 3 . 5 質量％であ り、バ リウム

の担持量が B a 0 の質量 に換算 して 2 ~ 1 5 質量％であ り、バ リウム

の担持量 とパ ラジウムの担持量 とのモル 比が B a / P d = 2 4 . 5

/ である請求項 1 記載の排気ガス浄化用触媒。

[ 請求項 3 ] バ リゥ厶へキサアル ミネ一 卜が一般式

B a x A I y O z

(式 中、 X は 0 . 7 5 ~ 1 であ り、 y は 1 0 . 9 ~ 1 2 であ り、 z は

1 7 . 4 ~ 9 である）

で表わされるものである請求項 1 又 は 2 記載の排気ガス浄化用触媒。

[ 請求項4] セラミックス又は金属材料か らなる触媒支持体 と、該触媒支持体上

に担持 されている請求項 1 、 2 又 は 3 に記載の排気ガス浄化用触媒 を

主成分 とする層 とか らなることを特徴 とする排気ガス浄化用触媒構成

体。

[ 請求項 5 ] 湿式粉砕処理 したバ リゥ厶へキサアル ミネ一 トスラ リ一を、水溶性

パ ラジウム化合物及び水溶性バ リゥ厶化合物 を含有する水溶液 中に分

散 させてスラ リー と し、得 られたスラ リーをセラミックスまたは金属

材料か らなる触媒支持体 に塗布 し、乾燥 させ、焼成することを特徴 と

する排気ガス浄化用触媒構成体の製造方法。
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